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○ 薬剤師・薬局を取り巻く状況が変化する中、患者が自身に適した薬局を選択できるよう、以下の機能を有すると認められる薬局に
ついて、都道府県の認定により名称表示を可能とする。
・入退院時の医療機関等との情報連携や、在宅医療等に地域の薬局と
連携しながら一元的・継続的に対応できる薬局（地域連携薬局）

・がん等の専門的な薬学管理に関係機関と連携して
対応できる薬局（専門医療機関連携薬局）

地域連携薬局 専門医療機関連携薬局

特定の機能を有する薬局の認定
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〔主な要件〕
・関係機関との情報共有（入院時の持参薬情報の医療機関への提供、退院時カ
ンファレンスへの参加等）

・夜間・休日の対応を含めた地域の調剤応需体制の構築・参画
・地域包括ケアに関する研修を受けた薬剤師の配置
・在宅医療への対応（麻薬調剤の対応等） 等

〔主な要件〕
・関係機関との情報共有（専門医療機関との治療方針等の共有、患者が利
用する地域連携薬局等との服薬情報の共有等）

・学会認定等の専門性が高い薬剤師の配置 等

患者のための薬局ビジョンの
「かかりつけ薬剤師・薬局機能」に対応

患者のための薬局ビジョンの
「高度薬学管理機能」に対応

※都道府県知事の認定は、構造設備や業務体制に加え、機能を適切に発揮していること績により確認する。このため、１年ごとの更新とする。
認定手続は、既存制度も活用して、極力薬局開設者や認定を行う自治体の負担とならないものとする。

※一般用医薬品等の適正使用などの助言等を通して地域住民の健康を支援する役割を担う「健康サポート薬局」(薬機法施行規則上の制度)については、引き続き推進する。



○患者に配慮した構造設備
・プライバシーに配慮した構造設備（パーティションなど）

○医療提供施設との情報共有（※※）
・入院時の持参薬情報の医療機関への提供
・医師、看護師、ケアマネージャー等との打合せ（退院時カンファレンス等）への参加

○業務を行う体制（※※）
・福祉、介護等を含む地域包括ケアに関する研修を受けた薬剤師 注）の配置
・夜間・休日の対応を含めた地域の調剤応需体制の構築・参画

○在宅医療への対応（※※）
・麻薬調剤、無菌調剤を含む在宅医療に必要な薬剤の調剤
・在宅への訪問

等

○患者に配慮した構造設備
・プライバシーに配慮した構造設備（パーティション、個室その他相談ができるスペース）

○医療提供施設との情報共有（※※）
地域連携薬局と同様の要件に加え、
・専門医療機関の医師、薬剤師等との治療方針等の共有
・専門医療機関等との合同研修の実施
・患者が利用する地域連携薬局等との服薬情報の共有

○業務を行う体制（※※）
・学会認定等の専門性が高い薬剤師の配置

等

入退院時の医療機関等との情報連携や在宅医療等に
一元的・継続的に対応できる薬局

がん等の専門的な薬学管理に他医療提供施設
と連携して対応できる薬局

※※ 地域の医療需要等を踏まえた判断も可とする。

特定の機能を有する薬局の都道府県知事の認定（※）は、構造設備や業務体制に加え、機能を適切に発
揮していることを実績により確認する必要があるため、１年ごとの更新とする。
認定手続は、既存制度も活用して、極力薬局開設者や認定を行う自治体の負担とならないものとする。

※ 薬局の開設許可事務に加え、医療提供体制全般に責任を持つ都道府県知事が事務を担当。地域差を反映すべき合理的理由がない限り全国共通の運用とする。

＜認定手続＞
申請資料の一部は、既存の薬局機能情報
提供制度で薬局が都道府県に毎年行ってい
る報告内容を利用可能とし、提出資料等の
事務負担を少なくする。

※その他、既に調剤報酬の算定要件等とし
て薬局が把握し、地方厚生局に提出して
いる事項の活用も検討

認定にあたっては、地方薬事審議会等の審
議（事後報告を含む）を想定。その場合、
委員への書面送付による確認等事務負担の
少ない手続を基本とする。

専門医療機関連携薬局

地域連携薬局

注）既存の健康サポート薬局の研修制度を活用可能

特定の機能を有する薬局の認定要件及び手続
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認定薬局の調査審議に係る連携体制（案）

栃木県地方薬事審議会

薬事に関する都道府県の事務及び認定薬局に
係る事務に関する重要事項を調査審議する

学識経験者、薬事関係事業者、関係行政機関、
消費者代表から構成される（現在14名委嘱）

栃木県がん対策推進協議会

県内におけるがん対策全般の推進につい
て協議

拠点病院、関係団体、関係機関等の代表
により組織

栃木県在宅医療推進協会

県内における在宅医療提供体制の充実に
ついて協議

関係団体、学識経験者、市町等の代表に
より組織

地域連携薬局 がん専門医療機関連携薬局

薬務課

③情報提供 ③情報提供

①報告

②⑤意見
④施策の検討



事務の処理イメージ
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申請者

保健所

薬務課
栃木県地方薬事審議会

① 申請

② 進達

③ 審議（事後報告を含む）

④ 認定

⑤ 認定証送付

⑥ 認定証交付

今後のスケジュールについて

・ 令和２(2020)年９月末 認定薬局に係る基準（省令）のパブリックコメントを実施
・ 令和２(2020)年10月頃 認定薬局に係る基準（省令）の公布
・ 令和２(2020)年11月頃 第２回地方薬事審議会にて、認定薬局に係る基準・事

務手続きを説明
・ 令和３(2021)年２月 栃木県議会通常会議にて関係条例や規則等を改正
・ 令和３(2021)年８月１日 認定薬局制度の施行


